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1. 平成30年3月期の連結業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 1,789 △26.4 △284 ― △292 ― △582 ―

29年3月期 2,429 30.0 △36 ― △31 ― 70 ―

（注）包括利益 30年3月期　　△615百万円（―％） 29年3月期　　150百万円（―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年3月期 △215.07 ― ― ― ―

29年3月期 33.17 32.26 0.2 ― ―

（参考） 持分法投資損益 30年3月期 ―百万円 29年3月期 ―百万円

30年3月期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益は、潜在株式が存在するものの1株当たり当期純損失のため記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 2,159 261 3.6 28.49

29年3月期 2,049 852 34.0 257.80

（参考） 自己資本 30年3月期 123百万円 29年3月期 696百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年3月期 32 74 △108 280

29年3月期 △495 120 319 282

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

30年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―

31年3月期(予想) ― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 795 129.8 △25 ― △25 ― 0 ― 0.00

通期 2,205 23.3 0 ― 0 ― 0 ― 0.00



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期 2,752,173 株 29年3月期 2,702,173 株

② 期末自己株式数 30年3月期 39 株 29年3月期 1 株

③ 期中平均株式数 30年3月期 2,706,899 株 29年3月期 2,112,805 株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績はさまざまな要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短
信（添付資料）２ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績・財政状態に関する分析 
（１）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益が高水準で維持する中で雇用・所得環境の改善

や株高等を背景に緩やかな回復基調で推移したものの、海外経済の動向や金融資本市場の変動の影

響が懸念される等、先行きは不透明な状況が継続しております。 

このような状況の中、当社グループは再生可能エネルギー事業を主たる事業として積極的に事業

を推進いたしました。 

省エネルギー事業、再生可能エネルギー事業ともに期末に見込んでおりました案件が期ずれする

等の要因により期初計画を下回る結果となりました。 

なお、平成 30 年５月２日付「不適切な会計処理に関する第三者委員会の設置及び、平成 30 年３

月期決算短信開示延期に関するお知らせ」において公表いたしましたとおり、過年度の会計処理の

一部につき、不適切な会計処理が行われた相当程度の可能性が認められる取引に係る事象(以下「当

該取引等」)が存在することが判明いたしました。このため、過年度決算を訂正するための費用及び

課徴金が発生することが見込まれるため、過年度決算訂正費用として 110 百万円、課徴金として 150

百万円を引当金として特別損失計上しております。 

  

以上の結果、当連結会計年度における売上高 1,789 百万円(前年同期比 640 百万円減、26.4％減)、

営業損失 284 百万円(前年同期比 248 百万円減、前年同期 営業損失 36 百万円)、経常損失 292 百万

円(前年同期比 260 百万円減、前年同期 経常損失 31 百万円)、親会社株主に帰属する当期純損失

582 百万円(前年同期比 512 百万円減、前年同期 親会社株主に帰属する当期純利益 70 百万円)とな

りました。 

  
セグメントの業績については、次の通りであります。 

（省エネルギー関連事業） 

省エネルギー関連事業につきましては、株式会社エールの子会社である株式会社エールケンフ

ォーとともに、積極的に事業を推進いたしました。しかしながら、前年に比べ売上が増加したも

のの大型案件が少なく、計画していた案件の中で成約に至らなかったものもあり、売上・利益と

もに計画未達の結果となりました。以上の結果、売上高 544 百万円(前年同期比 242 百万円増 

80.2％増)、セグメント損失(営業損失)は 215 百万円(前年同期 営業損失 33 百万円)となりまし

た。 

 

（再生可能エネルギー事業） 

再生可能エネルギー事業につきましても、株式会社エールの子会社である株式会社エールケン

フォーとともに、積極的に事業を推進いたしました。しかしながら、期末に計上予定でありまし

た工事案件に期ずれが発生したこと等により、売上・利益ともに計画未達の結果となりました。

以上の結果、売上高 1,245 百万円(前年同期比 882 百万円減 41.5％減)、セグメント損失(営業損

失)227 百万円(前年同期 営業損失１百万円)となりました。 

 

（次期の見通し） 

今後の見通しにつきましては、当社グループが推進するエネルギー事業において、再生可能エネ

ルギーがより注目度を増すものと想定されますが、これまで当社の売上・利益の主力であった太陽

光発電設備の導入については、固定価格買取制度における買取価格が下がり続けている状況であり、

当連結会計年度までと同様の売上・利益を計上することは困難であると考えられます。しかしなが

ら当社グループの新規事業として準備してまいりましたバイオマス燃料(PKS)の輸入販売事業につい

ても国内のバイオマス発電所の竣工が遅れている状況から遅れていた事業立ち上げが実現する予定

であり、太陽光発電設備以外の再生可能エネルギー設備の導入も進めてまいります。また、平成 28

年 10 月に連結子会社化しました株式会社エールケンフォーも含め、再生可能ネルギー、省エネルギ

ーの双方向から事業推進して参ります。 

 当連結会計年度においては、計画未達の結果となりましたが、平成 31 年 3 月期については新た

な経営体制の元、積極的にエネルギー事業を推進して参ります。平成 31 年 3 月期の連結業績予想は、

売上高 2,205 百万円、営業利益 0 百万円、経常利益 0 百万円、親会社株主に帰属する当期純利益 0

百万円を見込んでおります。 
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（注）業績予想に関しましては現時点で入手可能な情報に基づき当社にて判断したものであり、リス

クや不確定要素が含まれております。そのため、様々な要因の変化により、実際の成果や業績等は

記載の予測とは異なる可能性があります。 

  
（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産は 1,455 百万円(前年同期比 291 百万円増)となりました。こ

れは主に未成事業支出金の増加(246 百万円)、受取手形及び売掛金の増加(119 百万円)、現金及び預

金の減少加(16 百万円)等によるものであります。 

（固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産は 703 百万円(前年同期比 166 百万円減)となりました。これ

は主に投資有価証券の減少(115 百万円)、貸倒引当金の増加(△50 百万円)等によるものであります。 

（流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債は 1,537 百万円(前年同期比 776 百万円増)となりました。こ

れは主に買掛金の増加(114 百万円)前受金の増加(465 百万円)、課徴金引当金の増加(150 百万円)に

よるものであります。 

（固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債は 360 百万円(前年同期比 63 百万円減)となりました。これは

主に繰延税金負債の減少(37 百万円)等によるものであります。 

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産は 261 百万円(前年同期比 587 百万円減)となりました。これは

主に当期純損失の計上(582 百万円)等によるものであります。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、前連結会計年度末よ

り１百万円減少し、280 百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果増加した資金は、32 百万円(前年同期は 495 百万円の減少)となりました。これは

主にたな卸資産の増加による減少 219 百万円、前受金の増加による増加 465 百万円等によるもので

あります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果増加した資金は、74 百万円(前年同期は 120 百万円の増加)となりました。これは

主に投資有価証券の売却による収入 87 百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は、108 百万円(前年同期は 319 百万円の増加)となりました。これは

短期借入れによる収入 100 百万円、短期借入金の返済による支出 249 百万円等によるものでありま

す。  
 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 
当社グループは、当面は日本基準に基づき連結財務諸表を作成する方針であります。なお国際財

務報告基準（ＩＦＲＳ）につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、必要に応じて適用を検討す

る方針であります。 

 
３．継続企業の前提に関する重要事象等  

当社グループは、当連結会計年度において営業損失を計上し、当連結会計年度は営業キャッシ

ュ・フローがプラスであるものの、継続して営業キャッシュ・フローのマイナスを計上しておりま

す。これにより継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

当社グループは、当連結会計年度において、重要な営業損失 284,827 千円及び経常損失 292,495 千円

及び親会社株主に帰属する当期純損失 582,182 千円を計上しております。 

これにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

当社グループは、当該事象又は状況を早期に解消又は改善するため、以下の対応策に取り組みます。 

  
①営業利益及びキャッシュ・フローの確保 

当連結会計年度に引き続き、各案件の精査を行い、継続的に原価の低減を図り、利益率の向上を進め

てまいります。また、安定的な売上・利益を確保する体制の構築を進めてまいります。 

  

②案件精査、利益率確保のための体制 

案件の精査、見積の正確性を高めるため、営業担当、技術部門、工事管理部門参加のプロジェクト会

議を立ち上げております。本プロジェクト会議は、月に１回の定例会議と大型案件が発生した場合の臨

時会議を行い、案件ごとの想定原価審査、工程の確認等により利益率確保に努めてまいります。 

  

③諸経費の削減 

随時、販管費の見直しを実施し、販管費の削減を推進し、利益確保に努めてまいります。 

  

④資金調達 

財務体質改善のために、将来的な増資の可能性も考慮しつつ、借入金を含めた資金調達の協議を進め

ております。 

  

しかしながら、これらの対応策を講じても、業績及び資金面での改善を図る上で重要な要素となる売

上高及び営業利益の確保は外部要因に大きく依存することになるため、現時点では継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められます。 

なお、当社グループの連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する

重要な不確実性の影響を連結財務諸表に反映しておりません。 

 
 (セグメント情報等) 

(セグメント情報) 
１  報告セグメントの概要 

(1)報告セグメントの決定方法 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可

能であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象と

なっているものです。 

当社グループは事業別のセグメントから構成されており、省エネルギー関連事業及びその付帯事

業を推進する「省エネルギー関連事業」、及び再生可能エネルギー設備導入における企画、設計、販

売、施工及びコンサルティング事業を推進する「再生可能エネルギー事業」の二つを報告セグメント

としております。 

(2)各セグメントに属する製品及びサービスの内容 

「省エネルギー関連事業」は、顧客企業の省エネルギー化計画の調査からプランの作成、設計・

施工、効果の検証までを一貫して行うエスコ事業を中心とし、各種省エネルギー化製商品の販売等も

行っております。 
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「再生可能エネルギー事業」は、太陽光発電及びバイオガスプラント等再生可能エネルギー設備

導入における企画、設計、販売、施工及びコンサルティング事業を推進しております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産及びその他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」における記載と概ね同一であります。 

報告セグメントの利益は営業利益ベース(のれん償却前)の数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

   

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産及びその他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成 28 年４月１日  至  平成 29 年３月 31 日) 

(単位：千円) 

  

報告セグメント 
調整額 

(注)１ 

連結財務諸表 

計上額 

(注)２ 
省エネルギー 

関連事業 

再生可能 

エネルギー事業 
計 

売上高           
外部顧客への 

売上高 301,990  2,127,975  2,429,965  ― 2,429,965  

セグメント間 

の内部売上高 

又は振替高 
― ― ― ― ― 

 計 301,990  2,127,975  2,429,965  ― 2,429,965  

セグメント損失(△) △33,695  △1,808  △38,637  △526  △36,030  

セグメント資産 161,406  1,249,690  1,411,096  641,968  2,049,931  

その他の項目           

減価償却費 3,482  21,428  24,910  ― 24,910  

有形固定資産及び無 

形固定資産の増加額 63,533  422,953  486,486  ― 486,486  
  

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1)セグメント損失(△)の調整額△526 千円には、セグメント間取引消去 9,780 千円、のれん償却額△

10,306 千円が含まれております。 

(2)セグメント資産の調整額 752,204 千円には、各セグメントに配分していない全社資産 638,835 千円

が含まれております。 

全社資産の主なものは、報告セグメントに帰属しない現金及び預金並びに投資有価証券等であります。 

２．セグメント損失(△)は連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 
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当連結会計年度(自  平成 29 年４月１日  至  平成 30 年３月 31 日) 

(単位：千円) 

  

報告セグメント 
調整額 

(注)１ 

連結財務諸表 

計上額 

(注)２ 
省エネルギー 

関連事業 

再生可能 

エネルギー事業 
計 

売上高           
外部顧客への 

売上高 544,159  1,245,191  1,789,350  ― 1,789,350  

セグメント間 

の内部売上高 

又は振替高 
― ― ― ― ― 

 計 544,159  1,245,191  1,789,350  ― 1,789,350  

セグメント利益 △215,521  △227,552  △443,074  158,246  △284,827  

セグメント資産 194,446  1,432,836  1,627,282  532,120  2,159,403  

その他の項目           

減価償却費 2,758  54,330  57,088  1,750  58,836  

有形固定資産及び無 

形固定資産の増加額 ― 27,440  27,440  3,397  30,837  
  

（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

(1)セグメント利益の調整額 158,246 千円には、セグメント間取引消去 183,686 千円、のれん償却額△

24,735 千円が含まれております。 

(2)セグメント資産の調整額 532,120 千円には、各セグメントに配分していない全社資産 532,120 千円

が含まれております。 

全社資産の主なものは、報告セグメントに帰属しない現金及び預金並びに投資有価証券等であります。 

２．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 
 

（関連情報） 

前連結会計年度(自  平成 28 年４月１日  至  平成 29 年３月 31 日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 
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３  主要な顧客ごとの情報 

    (単位：千円) 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

昭和リース株式会社 435,000 再生可能エネルギー事業 

株式会社トランスオーシャンプランニング 380,665 再生可能エネルギー事業 

大起建設工業株式会社 294,013 再生可能エネルギー事業 
  

  

当連結会計年度(自  平成 29 年４月１日  至  平成 30 年３月 31 日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。  

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

    (単位：千円) 

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

AC7 合同会社 670,000 再生可能エネルギー事業 
  

  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前連結会計年度(自  平成 28 年４月１日  至  平成 29 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自  平成 29 年４月１日  至  平成 30 年３月 31 日) 

該当事項はありません。 

   

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前連結会計年度(自  平成 28 年４月１日  至  平成 29 年３月 31 日) 

  

  
省エネルギー 

関連事業 

再生可能エネ 

ルギー事業 
全社・消去 合計 

当期償却額 2,240  8,065  ― 10,306  

当期末残高 24,645  88,724  ― 113,369  
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当連結会計年度(自  平成 29 年４月１日  至  平成 30 年３月 31 日) 

  

  
省エネルギー 

関連事業 

再生可能エネ 

ルギー事業 
全社・消去 合計 

当期償却額 2,312  22,423  ― 24,735  

当期末残高 8,285  80,348  ― 88,634  
  

  
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

該当事項はありません。 

 
 

(１株当たり情報) 

項目 

前連結会計年度 

(自  平成 28 年４月１日 

至  平成 29 年３月 31 日) 

当連結会計年度 

(自  平成 29 年４月１日 

至  平成 30 年３月 31 日) 

１株当たり純資産額 257 円 8 銭 28 円 49 銭 

１株当たり当期純利益

又は 

１株当たり当期純損失

金額（△） 

33 円 17 銭 △215 円 7 銭 

潜在株式調整後１株当

たり 

当期純利益金額 

32 円 26 銭 
潜在株式は存在するものの１株当たり

当期純損失のため記載しておりません。 
  

  

(注) １．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

項目 

前連結会計年度 

(自  平成 28 年４月１日 

至  平成 29 年３月 31 日) 

当連結会計年度 

(自  平成 29 年４月１日 

至  平成 30 年３月 31 日) 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失金額（△）(千円) 
    

親会社株主に帰属する当期純利益又は 

親会社株主に帰属する当期純損失（△）(千円) 
70,075 △582,181 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 

当期純利益又は親会社株主に帰属する 

当期純損失（△）(千円) 

70,075 △582,181 

普通株式の期中平均株式数(株) 2,112,805 2,706,899 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     

親会社株主に帰属する当期純利益 

調整額(百万円) 
― ― 

（うち支払利息(税額相当額控除後)）（百万円) ― ― 

普通株式増加数(株) 59,483 ― 

（うち転換社債型新株予約権付社債)（株） ― ― 
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（うち新株予約権(株)） (59,483) ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 

― ― 

  

  

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

項目 

前連結会計年度 

(平成 29 年３月 31

日) 

当連結会計年度 

(平成 30 年３月 31

日) 

純資産の部の合計額(千円) 852,092 261,758 

純資産の部の合計額から控除する金額 

(千円) 
155,477 183,272 

（うち新株予約権(千円)） 140 70 

（うち非支配株主持分(千円)） 155,337 183,202 

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 696,615 78,486 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数

(株) 
2,702,173 2,752,173 

  

 (重要な後発事象) 

 前連結会計年度(自 平成 28 年４月１日 至 平成 29 年３月 31 日) 

平成 29 年６月２日開催の当社取締役会の決議に基づき、当社が保有する投資有価証券のうち、株式１銘柄を一

部売却することにより、投資有価証券売却益が発生することになります。 

なお、取引の影響額は、現在算定中であります。 

  
  当連結会計年度(自 平成 29 年４月１日 至 平成 30 年３月 31 日) 

 当社は、平成 30 年６月 13 日開催の取締役会において、太陽光発電設備関連事業及び自家消費型 EMS の研究

開発費等の事業資金並びにその他運転資金として、資金の借入について決議し、同日付で実行いたしました。当

該借入金の概要は次のとおりであります。 

(1) 借入先   ：ロバート・ルーク・コリック(ビットトレード株式会社顧問) 

(2) 借入金額  ：金 300 百万円 

(3) 返済方法  ：期日一括返済 

(4) 利率    ：５％(年率) 

(5) 契約日   ：平成 30 年６月 13 日 

(6) 借入実行日 ：平成 30 年６月 13 日 

(7) 返済期日  ：平成 30 年９月 10 日 

(8) その他   ：特になし 

※ なお、借入先は、当社取引先の代表取締役の個人的な紹介であり、当社との人的関係はありません。 

 

以上 
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